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 第1節 実施計画について   
 

 成田市総合計画「ＮＡＲＩＴＡみらいプラン」は、平成 28（2016）年度から令和 9（2027）

年度までの 12 年間を計画期間とした本市のまちづくりの最上位計画であり、目指すべきまちの

将来都市像「住んでよし 働いてよし 訪れてよしの生涯を完結できる空の港まち なりた」の

実現に向けて総合的かつ計画的に行政運営を進めていくための指針となるものです。 

「NARITA みらいプラン」は、「基本構想」、「基本計画」、「実施計画」の三層構造で構成して

おり、「基本構想」の計画期間は 12 年間、「基本計画」の計画期間は第 1 期・第 2 期・第 3 期に

分割し、それぞれを 4 年間とすることで、より柔軟性をもった実効性のある計画としています。 

 「実施計画」については、計画期間を 3 年間とし、計画の実行性を高めるため、最新の国・県

の動向や本市の財政状況、事業の進捗状況などを勘案し、毎年度ローリング（見直し）作業を行

い、今後の予算編成作業の指針とすることとしています。また、その作業過程の中に行政評価の

観点を取り込み、ＰＤＣＡサイクルを構築することによって、より戦略的な行政運営を目指して

います。 

第１章 総 論 
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(ＰＤＣＡサイクルとは） 

ＰＤＣＡサイクルとは、Plan（計画）→Do（実施）→Check（評価）→Action（改善）を繰り返

すことで、事務事業等を改善していく手法です。本市では、実施計画の策定、予算編成・事業執行、

行政評価、ローリング作業をＰＤＣＡサイクルとして構築しています。 

 

  
 

Ｐｌａｎ：計画 ① 実施計画の策定 

Ｄｏ：実施 ② 実施計画を指針とした予算編成・事業執行 

Ａｃｔｉｏｎ：改善 ④ 実施計画のローリング作業 

Ｃｈｅｃｋ：評価 ③ 行政評価の実施（決算分析・市民満足度調査） 

2016   2017   2018   2019    2020    2021   2022   2023    2024    2025    2026   2027 
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第2節 計画策定の基本的な考え方 

 

（１）計画策定の方針 

第７次実施計画の策定にあたっては、総合計画「NARITA みらいプラン」の基本構想及び第２

期基本計画に掲げるまちづくりの方向性や取組方針を踏まえるとともに、各施策を実施するため

に、第６次実施計画において示した事業内容及び財政計画を基本に、事業の進捗や財政状況、社

会経済状況の変化等に応じて必要な見直しを図りました。 

第 2 期基本計画がスタートした令和２（2020）年は、新型コロナウイルス感染症の世界的な

感染拡大により、社会経済情勢や人々の生活スタイルに大きな変化をもたらしました。国際空港

を擁する観光都市である本市において、その影響は特に大きく、限られた財源の中で、独自支援

策を展開するなど市民サービスの維持向上につながる行政運営をおこなってきたところです。 

このような中、第 7 次実施計画では、新型コロナウイルス感染症の影響により大きく減収とな

った市税等の歳入見込みを的確に見込むとともに、行政改革の観点を取り入れた業務の効率化、

事業のスクラップ＆ビルドを図りつつ、アフターコロナを見据えた、本市の持続可能なまちづく

りを実現するための実効性・具体性のある計画として策定しました。 

 

（２）計画の対象 

  見直しを行う事業は、第６次実施計画で定めた内容や進捗等が変更となる事業、または新

規事業など、政策の方向性に影響を与える事業に絞って実施しています。 
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（３）計画の特徴 

   

 ① アフターコロナを見据えた都市基盤整備 

   新型コロナワクチン接種の進行等に伴い、社会経済活動の正常化への期待が高まってお

り、本市においてもコロナ収束後の新たなステージを見据え、成田空港の更なる機能強化

等による人口増加や産業集積に対応した都市基盤整備を迅速かつ適切に進めていきます。  

 

② デジタル化に対応した行政サービス 

新型コロナウイルスの流行を契機として、デジタル化社会への流れが加速する中にあっ

て、行政サービス等におけるデジタル化の必要性はこれまで以上に高まっており、市民の

利便性の向上、事務の効率化にもつながることから、積極的な推進を図っていきます。  

 

 ③ 子育て・教育環境の一層の充実 

次世代を担うこどもたちが安心して過ごせるよう、保育・教育施設の計画的な改修やバ

リアフリー化を進めるとともに、待機児童の解消や教室不足等に対応した適切な整備を行

うなど、子育て・教育環境の一層の充実に努めます。 

 
≪ＳＤＧｓの推進≫ 

 SDGｓ（持続可能な開発目標）は、平成 27（2015）年 9 月の国連サミットで採択された国際目標であ

り、「誰一人取り残さない」をスローガンに、貧困、健康と福祉、気候変動など 17 のゴールを掲げ、令和

12（2030）年の目標達成に向けて国際社会全体で取り組んでいるものです。  

本市においても、第２期基本計画にＳＤＧｓ理念を取り入れ、各施策にＳＤＧｓの目指すゴール関連づけ

ているところであり、第７次実施計画の主要事業等にも関連するＳＤＧｓの目標を明示し、積極的な事業展

開を図っていきます。 
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第3節 財政計画  

（１）予算規模 

 本計画における会計別予算規模の推移は、次のとおりです。 

 

 

                      

年度 
会計別 

R3 予算 
（2021) 

R4 
（2022） 

R5 
（2023） 

R6 
（2024） 

一 般 会 計 61,200,000 63,000,000 63,300,000 66,000,000 

特
別
会
計 

国民健康保険 

事業勘定 12,589,990 12,735,570 12,692,611 12,644,215 

施設勘定 113,634 112,680 112,680 113,064 

公設地方卸売市場 724,988 1,497,824 769,176 801,409 

介護保険 7,599,354 7,924,113 8,120,692 8,486,604 

農業集落排水事業 217,889 216,439 219,824 235,012 

後期高齢者医療 1,305,188 1,429,933 1,525,628 1,618,194 

地
方
公
営
企
業
会
計 

水道事業 3,530,803 3,618,553 3,661,965 3,655,584 

簡易水道事業 512,414 531,066 528,445 529,310 

下水道事業 5,149,069 5,081,954 5,253,296 5,470,664 

合    計 92,943,329 96,148,132 96,184,317 99,554,056 

 

（千円） 
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（２）歳入 

本計画における歳入（科目別）の推移は、次のとおりです。 

※以降、一般会計における財政計画を示しています。  

年度 
科目 

R3 予算 
（2021) 

R4 
（2022） 

R5 
（2023） 

R6 
（2024） 

市税 31,885,801 33,261,685 33,605,908 33,983,220 

地方譲与税 557,903 591,354 645,765 650,034 

利子割交付金 12,000 12,000 12,000 12,000 

配当割交付金 94,000 94,000 94,000 94,000 

株式等譲渡所得割交付金 67,000 89,500 89,500 89,500 

法人事業税交付金 496,000 496,000 496,000 496,000 

地方消費税交付金 3,611,000 3,361,000 3,486,000 3,611,000 

ゴルフ場利用税交付金 208,000 208,000 208,000 208,000 

環境性能割交付金 62,000 86,675 86,675 86,675 

地方特例交付金 363,573 100,937 100,937 100,937 

地方交付税 206,000 206,000 206,000 206,000 

交通安全対策特別交付金 18,823 18,823 18,823 18,823 

国庫支出金 7,089,789 7,080,456 7,677,153 8,359,213 

県支出金 3,309,555 3,180,955 3,363,559 3,240,573 

市債 3,808,700 4,459,500 5,050,100 6,576,000 

その他特定財源 4,316,060 4,116,559 4,130,380 4,013,829 

その他一般財源 5,093,796 5,636,556 4,029,200 4,254,196 

歳入合計 61,200,000 63,000,000 63,300,000 66,000,000 

 

（千円） 
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（３）市税 

本計画における市税（税目別）の推移は、次のとおりです。          （千円） 

年度   
税目 

R3 予算 
（2021) 

R4 
（2022） 

R5 
（2023） 

R6 
（2024） 

市民税 8,930,201 9,884,724 10,258,660 10,637,643 

 (個 人) 7,624,379 7,890,766 8,095,412 8,269,021 

 (法 人) 1,305,822 1,993,958 2,163,248 2,368,622 

固定資産税 21,398,289 21,716,590 21,731,520 21,772,341 

軽自動車税 336,541 361,487 363,443 365,309 

市たばこ税 1,003,397 1,073,802 1,027,059 982,352 

鉱産税 480 480 480 480 

入湯税 8,012 9,178 9,178 9,178 

都市計画税 208,881 215,424 215,568 215,917 

市税合計 31,885,801 33,261,685 33,605,908 33,983,220 

 

（４）歳出 

本計画における歳出（科目別）の推移は、次のとおりです。          （千円） 

年度 
科目 

R3 予算 
（2021) 

R4 
（2022） 

R5 
（2023） 

R6 
（2024） 

議会費                           418,091 431,342 434,036 429,411 

総務費                           7,710,078 8,489,917 8,061,079 7,973,737 

民生費                           20,535,099 20,651,689 21,117,767 20,721,320 

衛生費                  5,518,248 5,740,838 6,026,298 8,300,966 

労働費                           46,371 46,371 46,371 46,371 

農林水産業費 1,571,024 1,501,002 1,537,978 1,573,135 

商工費                           1,990,729 1,957,486 2,040,233 2,081,720 

土木費                      4,351,067 4,677,879 5,125,857 4,689,861 

消防費                           2,634,917 2,578,329 2,657,929 2,719,976 

教育費                           10,052,854 11,224,461 10,546,605 11,826,883 

災害復旧費                         2,000 2,000 2,000 2,000 

公債費                           6,269,521 5,602,939 5,642,683 5,538,543 

諸支出金                          1 1 1 1 

予備費                           100,000 95,746 61,163 96,076 

歳出合計 61,200,000 63,000,000 63,300,000 66,000,000 

4 
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（５）市債残高 

本計画における市債の年度末残高の推移は、次のとおりです。          (千円)                                          

年度 
R3 見込 

（2021） 
R4 

（2022） 
R5 

（2023） 
R6 

（2024） 

市債残高 49,939,892 49,144,544 48,905,890 50,307,504 

伸び率(％) 0.9 △1.6 △0.5 2.9 

 

（６）基金 

本計画における積立基金の年度末残高の推移は、次のとおりです。       (千円)                             

年度 
R3 見込 

（2021） 
R4 

（2022） 
R5 

（2023） 
R6 

（2024） 

積立基金総額 5,931,571 4,001,874 3,700,912 3,179,230 

（うち 
財政調整基金） 4,519,536 2,692,092 2,470,622 2,029,864 

 

（７）特別会計等への繰出金、負担金・出資金 

本計画における特別会計等への繰出金、負担金・出資金の推移は、次のとおりです。 

                                                                                     (千円) 

年度 
区分 

R3 予算 
（2021) 

R4 
（2022） 

R5 
（2023） 

R6 
（2024） 

国民健康保険特別会計（事業勘定） 1,547,568 1,663,371 1,443,401 1,492,382 

国民健康保険特別会計（施設勘定） 0 10,776 19,740 20,124 

公設地方卸売市場特別会計 301,388 234,305 243,271 253,122 

介護保険特別会計 1,159,750 1,202,131 1,227,377 1,285,748 

農業集落排水事業特別会計 167,850 168,039 169,068 165,556 

後期高齢者医療特別会計 233,315 250,490 260,380 270,693 

水道事業会計 151,677 117,029 116,741 89,235 

簡易水道事業会計 241,065 274,070 319,729 323,099 

下水道事業会計 428,271 450,165 499,671 469,953 

合  計 4,230,884 4,370,376 4,299,378 4,369,912 
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（８）財政指標の見通し 

本計画期間における財政指標の見通しは、次のとおりです。 

【健全化判断比率】 

（実質赤字比率、連結実質赤字比率） 

実質赤字比率は一般会計、連結実質赤字比率は特別会計を含んだすべての会計の赤字の程度を指標化

したもので、財政運営の深刻度を示します。 

（実質公債費比率） 

一般会計が負担する地方債の返済額およびこれに準じる額の大きさを指標化したものです。 

（将来負担比率） 

一般会計の地方債や将来支払っていく可能性のある負担等の現時点での残高を指標化し、将来財政を

圧迫する可能性の度合いを示す指標です。 

【公債費負担比率】 

一般財源総額に対する公債費に充当された一般財源の占める割合を表す比率です。 

【経常収支比率】 

財政構造の弾力性を判断するための指標で、税など毎年度経常的に収入される一般財源を、人件費、扶助

費、公債費など毎年度経常的に支出する経費にどの程度充当しているかを表す比率です。 

【財政力指数】 

地方公共団体の財政基盤の強弱を示す指標で、標準的な行政活動に必要な財源をどれくらい自力で調達で

きるかを表しており、普通交付税の算定基礎となる基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た数値の

過去3 カ年の平均値をいいます。

年度        
指標 

R3 見込 
（2021） 

R4 
（2022） 

R5 
（2023） 

R6 
（2024） 

健
全
化
判
断
比
率 

実質赤字比率 － －  － 

連結実質赤字比率 － －  － 

実質公債費比率 8.8  9.4  10.0  9.8  

（早期健全化基準） （25.0） 

（財政再生基準） （35.0） 

将来負担比率 108.5  117.0  116.7  119.0  

（早期健全化基準） （350.0） 

公債費負担比率 12.3  12.5  12.9  12.5  

経常収支比率 92.7  93.3  92.9  93.6  

財政力指数 1.30  1.28  1.25  1.27  
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誰もが安全、安心に暮らし、より多くの市民が住み続けたいと思えるような、地域の特性を

生かした住みよいまちづくりの実現を目指します。 

 

事業名 防災啓発事業          
 

担当課 危機管理課 

事業（見直し）
内容 

地震や風水害、土砂災害による被害を最小限とするため、災害危険区域や避難所
等の防災情報をわかりやすく地図上に示した防災マップを更新します。 

年次計画 

R4（2022） R5（2023） R6（2024） 

防災マップの更新  

 

 

 

事業名 いずみ聖地公園拡張整備事業          
 

担当課 環境計画課 

事業（見直し）
内容 

少子化や核家族化の進行などにより多様化する墓地需要に対応するため、いずみ
聖地公園内に合葬式墓地を整備します。 

年次計画 

R4（2022） R5（2023） R6（2024） 

合葬式墓地 

実施設計 
整備工事 

 

 

 

 
 

 第６次実施計画から変更のあった主な事業及び新規事業を掲載しています。 

 

 
 

 

第２章 施策体系別計画事業（ローリング内容） 

第１節 安全・安心でうるおいのある生活環境をつくる 

           【住環境】 
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事業名 新清掃工場関連付帯施設整備事業          
 

担当課 環境計画課 

事業（見直し）
内容 

成田富里いずみ清掃工場から発生する余熱等を利用した付帯施設の早期完成に向
けて、事業区域を変更した新たな整備方針に基づき、事業の推進を図ります。 

年次計画 

R4（2022） R5（2023） R6（2024） 

基本設計 実施設計 

 

 

 

事業名 浄化センター整備事業          
 

担当課 環境計画課 

事業（見直し）
内容 

し尿及び浄化槽汚泥の処理体制を安定的に確保していくため、老朽化した成田浄
化センターの再整備を進めます。 

年次計画 

R4（2022） R5（2023） R6（2024） 

事業者選定等 整備工事 

 

 

 

事業名 環境基本計画推進事業          
 

担当課 環境計画課 

事業（見直し）
内容 

2050 年までに二酸化炭素排出量実質ゼロを目指す「ゼロカーボンシティ宣言」
を表明したことを踏まえ、持続可能で地球環境にやさしいまちづくりに取り組む
ため、環境基本計画の中間見直しにおいて、本市の実情に合った有効な施策を検
討します。 

年次計画 

R4（2022） R5（2023） R6（2024） 

環境基本計画の 

中間見直し 
 

 

 

 



12 

 
 
 
 

 
 
  本格的な少子高齢化社会の到来に備え、誰もが生き生きとした生活が送れるよう、みんなで

支え合う福祉と健康づくりの充実したまちを目指します。 

 

事業名 児童ホーム整備事業          
 

担当課 保育課 

事業（見直し）
内容 

児童の健全育成と子育て世帯の支援の充実のため、待機児童が多く、今後も児童
数の増加が見込まれる平成小学校の児童ホームについて、施設の再整備により定
員の増加を図ります。 

年次計画 

R4（2022） R5（2023） R6（2024） 

平成児童ホーム 

実施設計 

平成児童ホーム 

再整備工事 
 

 
 

事業名 保育園運営事業（一部新規）          
 

担当課 保育課 

事業（見直し）
内容 

保育の質のさらなる向上に向けて、保育士の事務負担を軽減するとともに、園児
一人ひとりと向き合う時間を充実させるため、市立保育園における登降園管理や、
保育日誌、シフト表の作成などの事務のシステム化を図ります。 

年次計画 

R4（2022） R5（2023） R6（2024） 

園務管理システムの 

導入 

園務管理システムの 

運用 

 

 

 
 

 

第２節 健康で笑顔あふれ、共に支え合う社会をつくる 

              【保健・医療・福祉】 
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事業名 保育園整備事業          
 

担当課 保育課 

事業（見直し）
内容 

児童の保育環境の向上を図るため、老朽化した松崎保育園を八生公民館の敷地内
に移転再整備するとともに、運営形態を小規模保育事業に移行します。また、赤
荻保育園についても再整備に取り組みます。 

年次計画 

R4（2022） R5（2023） R6（2024） 

松崎保育園 

実施設計 

松崎保育園 

整備工事 

赤荻保育園 

実施設計 

 

事業名 介護ロボット等導入支援事業（新規）          
 

担当課 高齢者福祉課 

事業（見直し）
内容 

介護サービスの需要が高まる中、介護従事者の負担軽減及び労働環境の改善を図
るため、移乗・移動介助や夜間の見守り業務等を支援する介護ロボットの導入に
係る費用の一部を補助します。 

年次計画 

R4（2022） R5（2023） R6（2024） 

介護ロボット等 

導入補助 

 

 

 

事業名 結核・がん検診事業（一部新規）          
 

担当課 健康増進課 

事業（見直し）
内容 

がん患者への支援を目的として、新たにウィッグ・胸部補正具の購入費用等の助
成、及び小児がん等の患者が免疫を再獲得するためのワクチン接種に係る費用の
助成を実施することにより、がん患者の精神的・経済的負担の軽減を図るととも
に、就労や就学などの社会参加を支援します。 

年次計画 

R4（2022） R5（2023） R6（2024） 

がん患者への費用助成 
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 成田の国際性や伝統文化といった地域文化を生かし、子どもから大人までが共に心豊かな 

成長を遂げるまちを目指します。 

 

事業名 小中学校バリアフリー整備事業          
 

担当課 学校施設課 

事業（見直し）
内容 

障がいのある児童はもとより、様々な人が訪れる学校施設の環境改善を図るため、
多目的トイレやエレベーターを計画的に整備し、バリアフリー化を推進します。 

年次計画 

R4（2022） R5（2023） R6（2024） 

公津小体育館（トイレ） 

 

 

遠山小体育館（トイレ） 

玉造中校舎（トイレ・ 

    エレベーター） 

久住小体育館（トイレ） 

 

 

 

 

事業名 小学校長寿命化改良事業          
 

担当課 学校施設課 

事業（見直し）
内容 

建築後 40 年以上を経過した学校施設について、長寿命化計画に基づく改修また
は建替えを計画的に行うとともに、多様な学習内容等に対応した機能的な教育環
境の整備を進めます。また、改修等にあわせて太陽光発電設備を整備します。 

年次計画 

R4（2022） R5（2023） R6（2024） 

玉造小 改修工事   

中台小 改修工事 

 成田小  実施設計 成田小  建替工事 

加良部小 実施設計 加良部小 改修工事 

第３節 地域文化を生かし、未来を担う心豊かな人材を育む 

           【教育・文化】 
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事業名 中学校長寿命化改良事業          
 

担当課 学校施設課 

事業（見直し）
内容 

建築後 40 年以上を経過した学校施設について、長寿命化計画に基づく改修また
は建替えを計画的に行うとともに、多様な学習内容等に対応した機能的な教育環
境の整備を進めます。また、改修等にあわせて太陽光発電設備を整備します。 

年次計画 

R4（2022） R5（2023） R6（2024） 

 

 

成田中 

実施設計 

成田中 

改修工事 

 

事業名 本城小学校増築事業          
 

担当課 学校施設課 

事業（見直し）
内容 

児童数の増加に伴う教室不足に対応するため、校舎を増築します。あわせて、多
目的トイレやスロープ等を整備し、バリアフリー化を図ります。 

年次計画 

R4（2022） R5（2023） R6（2024） 

実施設計 
増築工事 

バリアフリー化工事 
外構工事 

 

事業名 小学校仮設校舎整備事業          
 

担当課 学校施設課 

事業（見直し）
内容 

児童数の増加に伴う一時的な教室不足の解消を図るため、仮設校舎を借上げます。 

年次計画 

R4（2022） R5（2023） R6（2024） 

久住小 

校舎借上 
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事業名 
学校給食施設整備事業 
（一部新規）          

 

担当課 学校給食センター 

事業（見直し）
内容 

老朽化が進む学校給食センター本所・分所について、中学校に給食を提供してい
る本所を愛光園跡地へ移転再整備することとし、小学校等に提供を行っている分
所は機能維持を図りつつ親子方式の共同調理場への移行を進めます。 

年次計画 

R4（2022） R5（2023） R6（2024） 
 

本所再整備 

実施設計 

本所再整備 

整備工事 

 

 

  
共同調理場整備 

実施設計 

 

事業名 
国際文化会館施設整備事業
（一部新規）          

 

担当課 文化国際課 

事業（見直し）
内容 

老朽化の著しい国際文化会館について、計画的に各設備等の修繕及び改修を行っ
ていくとともに、バリアフリーにも対応した新たな施設整備の検討を進めます。 

年次計画 

R4（2022） R5（2023） R6（2024） 

天井及び空調設備等 

改修工事 

 

 
 

再整備 

基礎調査 

再整備 

基本構想 

再整備 

基本計画 
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事業名 運動公園等管理・整備事業（一部新規）          
 

担当課 スポーツ振興課・公園緑地課 

事業（見直し）
内容 

中台運動公園の陸上競技場について、第３種公認更新のために必要な整備を行い
ます。また、プール施設について、プールを営業する夏季期間以外にフットサル
など年間を通してスポーツが行えるよう整備することにより、有効活用を図りま
す。 

年次計画 

R4（2022） R5（2023） R6（2024） 

中台運動公園 

陸上競技場公認更新 

中台運動公園プールの 

通年活用 

 

 
 

事業名 （仮称）東小学校パークゴルフ場整備事業 
 

担当課 公園緑地課 

事業（見直し）
内容 

東小学校の跡地に、公式大会が開催可能となるパークゴルフ場を整備し、スポー
ツツーリズムの推進による地域の活性化及び利用者の健康増進を図ります。 

年次計画 

R4（2022） R5（2023） R6（2024） 

パークゴルフ場 

整備工事 
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空港が立地していることの効果を最大限に引き出し、市内外の交通アクセスの向上や機能的 

な都市基盤の整備を進めることで、魅力的な活気あふれるまちを目指します。 

 

事業名 （仮称）不動ヶ岡土地区画整理事業 
 

担当課 市街地整備課 

事業（見直し）
内容 

不動ヶ岡地区において、中心市街地に隣接した地域にふさわしいまちづくりを進
めるため、商業系と住居系の土地利用を柱とした組合施行による土地区画整理事
業を実施します。 

年次計画 

R4（2022） R5（2023） R6（2024） 

土地区画整理組合 

設立認可 
事業着工・実施 

 

 
 

事業名 （仮称）東和田南部土地区画整理事業 
 

担当課 市街地整備課 

事業（見直し）
内容 

新たに設置を構想しているスマートインターチェンジを活用した物流機能の強化
や、空港周辺における産業促進に向けた都市基盤を整備するため、東和田地区に
おいて組合施行による土地区画整理事業を実施します。 

年次計画 

R4（2022） R5（2023） R6（2024） 

産業用地可能性調査 

組合設立支援業務 

土地区画整理組合 

設立認可 

事業着工・実施 
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第４節 空港の機能を最大限に生かし、 

魅力的な活気あふれる都市をつくる 【空港・都市基盤】 
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事業名 吉倉地区周辺まちづくり事業 
 

担当課 市街地整備課 

事業（見直し）
内容 

成田空港の更なる機能強化をはじめ、空港周辺地域への関連企業の立地等に伴う
新たな人口増加に適切に対応していくため、吉倉地区周辺区域において組合施行
による土地区画整理事業を実施し、新たな都市機能や住環境の整備を図ります。 

年次計画 

R4（2022） R5（2023） R6（2024） 

組合設立支援業務 
 土地区画整理組合 

設立認可 

 

事業名 JR 成田駅西口市有地活用推進事業 
 

担当課 企画政策課 

事業（見直し）
内容 

ＪＲ成田駅西口に所在する市有地について、民間活用により土地の高度利用を図
るとともに、駅周辺のバリアフリー化と利便性の向上に資する施設を整備します。 

年次計画 

R4（2022） R5（2023） R6（2024） 

駅前施設整備 
 

 

 

事業名 
東関東自動車道スマートインター
チェンジ連絡道路整備事業 

 

担当課 土木課 

事業（見直し）
内容 

東和田南部地先に東関東自動車道と直結するスマートインターチェンジを設置す
ることにより、成田空港の更なる機能強化を見据えた医療産業集積や工業、物流
の拠点形成を目指します。 

年次計画 

R4（2022） R5（2023） R6（2024） 

実施設計 

用地測量 

用地取得 

整備工事 
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  産業を活性化させることで、多くの人が集まり、にぎやかで、みんなが生き生きと豊かな 

 生活を送ることができるまちを目指します。 

 

事業名 観光に関する経費 
 

担当課 観光プロモーション課 

事業（見直し）
内容 

共生社会の実現に寄与するため、市内の宿泊施設が実施するバリアフリー化改修
工事費に対する時限補助を延長し、継続して実施します。 

年次計画 

R4（2022） R5（2023） R6（2024） 

宿泊施設バリアフリー化 

改修費補助の継続 

 

 

 
 

事業名 表参道銀行跡地利活用事業 
 

担当課 観光プロモーション課 

事業（見直し）
内容 

観光客の誘致や地域活性化を図るため、成田特有の観光資源である成田山新勝寺
と、日本遺産である表参道の町並みの魅力を発信できる観光振興施設を整備しま
す。 

年次計画 

R4（2022） R5（2023） R6（2024） 

銀行跡地整備 
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第５節 活力ある産業を育て、にぎわいや活気を生み出す 

まちをつくる 【産業振興】 
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  限られた資源を最大限に有効活用し、市民と行政が共に、より良いまちづくりに向けて 

協働するまちを目指します。 

 

事業名 学校跡地利活用事業 
 

担当課 企画政策課 

事業（見直し）
内容 

学校統廃合により閉校した大栄地区小学校５校の跡地の有効活用を図るため、行
政需要や民間活用の可能性を調査し、新たな利活用方針を決定します。 

年次計画 

R4（2022） R5（2023） R6（2024） 

利活用方針の 

検討・決定 

 

 

 

 

事業名 電子自治体推進事業 
 

担当課 行政管理課 

事業（見直し）
内容 

デジタル化社会の実現に向けて、行政手続のオンライン化、情報システムの標準
化等を推進することにより、市民サービスの向上と行政事務の効率化を図ります。 

年次計画 

R4（2022） R5（2023） R6（2024） 

デジタル化の推進 
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第６節 市民サービスを充実させ、持続可能な自治体運営を 

   行う 【自治体経営】 



22 

 
 

 

 

第１節 国民健康保険特別会計（事業勘定） 
 
 国民健康保険は、他の医療保険制度に加入していない農業や自営業の人などを対象に、病気や 

けがなどの不測の事態に備えて、加入している人たちが相互扶助の精神により、だれもが安心し 

て暮らし続けていけることを目的とした医療保険制度です。 

 平成 30（2018）年度から、都道府県が財政運営の責任主体となり、市町村は、地域住民と身 

近な関係の中、資格管理、保険給付、保険料率の決定、賦課・徴収、保健事業等、地域における 

きめ細かい事業を担っています。 

 

 

○年度別事業費財源内訳                           （千円） 

区 分 
R３予算 
（2021) 

R４ 
（2022） 

R5 
（2023） 

R６ 
（2024） 

年度別事業費 12,589,990 12,735,570 12,692,611 12,644,215 

財
源
内
訳 

国庫支出金 2 2 2 2 

県支出金 8,601,561 8,702,266 8,679,616 8,656,435 

地方債 0 0 0 0 

その他特定財源 1 1 1 1 

一般財源 3,988,426 4,033,301 4,012,992 3,987,777 

 
 

○年度別事業費内訳                                      （千円） 

区 分 
R３予算 
（2021) 

R４ 
（2022） 

R5 
（2023） 

R６ 
（2024） 

年度別事業費 12,589,990 12,735,570 12,692,611 12,644,215 

事
業
費
内
訳 

保険給付費 8,513,249 8,613,954 8,591,304 8,568,123 

事業費納付金 3,836,660 3,881,643 3,861,136 3,836,119 

その他事業費 240,081 239,973 240,171 239,973 

 
 
 
 

第３章 特別会計 
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第２節 国民健康保険特別会計（施設勘定） 
 

 国民健康保険直営診療所として、国保大栄診療所の運営を行い、地域に密着した医療サービス 

の提供に努めることを目的としています。 

 医業費などについては、保険者の診療費などで賄われています。 

 

 

○年度別事業費財源内訳                           （千円） 

区 分 
R３予算 
（2021) 

R４ 
（2022） 

R5 
（2023） 

R６ 
（2024） 

年度別事業費 113,634 112,680 112,680 113,064 

財
源
内
訳 

国庫支出金 0 0 0 0 

県支出金 0 0 0 0 

地方債 0 0 0 0 

その他特定財源 513 514 514 514 

一般財源 113,121 112,166 112,166 112,550 

 

○年度別事業費内訳                              （千円） 

区 分 
R３予算 
（2021) 

R４ 
（2022） 

R5 
（2023） 

R６ 
（2024） 

年度別事業費 113,634 112,680 112,680 113,064 

事
業
費
内
訳 

医業費 42,336 44,452 44,452 44,452 

人件費 28,868 47,100 47,100 47,100 

運営費 42,430 21,128 21,128 21,512 

   ※人件費の内容は、職員給料、手当、共済費、負担金です。以下の特別会計も同様です。 
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第３節 公設地方卸売市場特別会計 
 

 公設地方卸売市場は、市民生活に欠かせない生鮮食料品などを安定的に供給するとともに、食 

の衛生面や安全性に配慮し、生産者と消費者のニーズに対応することを目的としています。 

 現在、成田国際空港隣接地への移転再整備を進めており、充実した交通ネットワークを最大限活

用した、農水産物のワンストップ輸出拠点機能を有する新生成田市場が、2022（令和 4）年 1 月

に開場します。 

 

 

○年度別事業費財源内訳                                                     （千円） 

区 分 
R３予算 
（2021) 

R４ 
（2022） 

R5 
（2023） 

R６ 
（2024） 

年度別事業費 724,988 1,497,824 769,176 801,409 

財
源
内
訳 

国庫支出金 0 0 0 0 

県支出金 0 0 0 0 

地方債 158,400 218,400 0 0 

その他特定財源 101,458 210,571 210,571 210,571 

一般財源 465,130 1,068,853 558,605 590,838 

 

 

○年度別事業費内訳                                （千円） 

区 分 
R３予算 
（2021) 

R４ 
（2022） 

R5 
（2023） 

R６ 
（2024） 

年度別事業費 724,988 1,497,824 769,176 801,409 

事
業
費
内
訳 

施設整備費 162,736 316,084 80,000 78,000 

維持管理費等 387,802 999,683 488,092 518,485 

人件費 107,346 89,455 89,455 89,455 

公債費 67,104 92,602 111,629 115,469 
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第４節 介護保険特別会計 
 

介護保険は、介護が必要な状態となっても、自立した日常生活を送ることができるよう介護を社

会全体で支え合う仕組みで、加入者は４０歳以上の人です。 

６５歳以上の人は、ねたきりや認知症などで日常生活に介護を必要とする状態や、日常生活に支

障が生じ支援を必要とする状態と認定された場合に、４０歳から６４歳の人は、脳血管疾患などの

加齢が原因とされる疾病による場合に保険給付によるサービスを受けることができます。 

また、保険給付のほかにも地域支援事業として、介護予防や生活支援に資する介護予防・日常生

活支援総合事業や、高齢者の総合相談支援を行う地域包括支援センターの運営など、地域において

自立した日常生活を営むことができるよう様々な支援をしています。 

 

 

○年度別事業費財源内訳                                                    （千円） 

区 分 
R３予算 
（2021) 

R４ 
（2022） 

R5 
（2023） 

R６ 
（2024） 

年度別事業費 7,599,354 7,924,113 8,120,692 8,486,604 

財
源
内
訳 

国庫支出金 1,493,602 1,543,425 1,584,503 1,647,158 

県支出金 1,106,608 1,154,095 1,180,246 1,241,160 

地方債 0 0 0 0 

その他特定財源 2,962,179 3,039,261 3,116,493 3,261,131 

一般財源 2,036,965 2,187,332 2,239,450 2,337,155 

 

○年度別事業費内訳                                （千円） 

区 分 
R３予算 
（2021) 

R４ 
（2022） 

R5 
（2023） 

R６ 
（2024） 

年度別事業費 7,599,354 7,924,113 8,120,692 8,486,604 

事
業
費
内
訳 

保険給付費 7,048,338 7,361,791 7,556,327 7,917,907 

地域支援事業費 421,256 431,656 433,699 438,031 

その他事業費 129,760 130,666 130,666 130,666 
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第５節 農業集落排水事業特別会計 
 
 農業集落排水事業は、農村における台所、風呂及び便所などの生活排水を処理し、水路や川に 

戻すことにより、農業用水の水質改善による農業生産条件の安定化と市民生活における快適な環 

境づくりを行うことを目的としています。 

 

 

○年度別事業費財源内訳                                                     （千円） 

区 分 
R３予算 
（2021) 

R４ 
（2022） 

R5 
（2023） 

R６ 
（2024） 

年度別事業費 217,889 216,439 219,824 235,012 

財
源
内
訳 

国庫支出金 0 0 0 0 

県支出金 0 0 2,156 17,156 

地方債 14,800 13,200 13,400 17,100 

その他特定財源 0 0 0 0 

一般財源 203,089 203,239 204,268 200,756 

 

 

○年度別事業費内訳                                                        （千円） 

区 分 
R３予算 
（2021) 

R４ 
（2022） 

R5 
（2023） 

R６ 
（2024） 

年度別事業費 217,889 216,439 219,824 235,012 

事
業
費
内
訳 

維持管理費等 94,897 93,446 97,185 114,750 

人件費 17,519 17,519 17,519 17,519 

公債費 105,473 105,474 105,120 102,743 
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第６節 後期高齢者医療特別会計 
 
 後期高齢者医療保険は、高齢者の健康の保持と適切な医療の確保を図り、安心して生活できる 

ことを目的とした医療保険制度です。 

 対象者である７５歳以上（一定の障がいがある人で、加入を希望する場合は６５歳以上）の人は、

同制度により医療を受けることになります。 

 都道府県単位の後期高齢者医療広域連合が保険証の交付、保険料の賦課、医療給付を行い、申 

請や届出の受付、被保険者証の引き渡し、保険料の徴収などの窓口業務を市町村が行います。 

 

 

○年度別事業費財源内訳                                                     （千円） 

区 分 
R３予算 
（2021) 

R４ 
（2022） 

R5 
（2023） 

R６ 
（2024） 

年度別事業費 1,305,188 1,429,933 1,525,628 1,618,194 

財
源
内
訳 

国庫支出金 0 0 0 0 

県支出金 0 0 0 0 

地方債 0 0 0 0 

その他特定財源 2,560 2,560 2,560 2,560 

一般財源 1,302,628 1,427,373 1,523,068 1,615,634 

 

○年度別事業費内訳                                                         （千円） 

区 分 
R３予算 
（2021) 

R４ 
（2022） 

R5 
（2023） 

R６ 
（2024） 

年度別事業費 1,305,188 1,429,933 1,525,628 1,618,194 

事
業
費
内
訳 

後期高齢者医療 
広域連合納付金 

1,280,771 1,405,516 1,501,211 1,593,777 

その他事業費 24,417 24,417 24,417 24,417 
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第７節 水道事業会計 
 
 水道事業は、市民生活や産業・経済活動に欠くことのできないライフラインとして重要な役割 

を担っており、水道利用者に安全・安心な水を安定的に供給することを目的としています。 

 老朽化した施設の計画的な更新を進めるとともに、経営の効率化・合理化に努めます。 

 

 

○年度別事業費                                                            （千円） 

区 分 
R３予算 
（2021) 

R４ 
（2022） 

R5 
（2023） 

R６ 
（2024） 

収益的収支 
収入 2,049,214 2,117,792 2,113,681 2,440,101 

支出 2,059,872 2,221,828 2,324,649 2,320,697 

資本的収支 
収入 725,552 853,449 791,187 484,983 

支出 1,470,931 1,396,725 1,337,316 1,334,887 

 
注：収入額が支出額に対し不足する額は、損益勘定留保資金などで補てんします。 

 

 

○年度別事業費内訳                                                        （千円） 

区 分 
R３予算 
（2021) 

R４ 
（2022） 

R5 
（2023） 

R６ 
（2024） 

年度別事業費 3,530,803 3,618,553 3,661,965 3,655,584 

事
業
費
内
訳 

施設整備費 816,965 758,305 752,188 781,621 

維持管理費等 1,796,453 1,960,999 2,063,193 2,067,777 

人件費 166,481 167,334 168,166 169,003 

公債費 750,904 731,915 678,418 637,183 
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第８節 簡易水道事業会計 
 

 簡易水道事業は、飲料水をはじめとする生活用水について、利用者に安全・安心な水を安定的 

に供給し、公衆衛生の向上と生活環境の改善を行うことを目的としています。 

 

 

○年度別事業費                                                             （千円） 

区 分 
R３予算 
（2021) 

R４ 
（2022） 

R5 
（2023） 

R６ 
（2024） 

収益的収支 
収入 359,881 384,785 355,303 353,718 

支出 359,881 384,785 355,303 353,718 

資本的収支 
収入 26,800 17,900 112,037 112,653 

支出 152,533 146,281 173,142 175,592 

 
注：収入額が支出額に対し不足する額は、損益勘定留保資金などで補てんします。 

 
 

○年度別事業費内訳                                                         （千円） 

区 分 
R３予算 
（2021) 

R４ 
（2022） 

R5 
（2023） 

R６ 
（2024） 

年度別事業費 512,414 531,066 528,445 529,310 

事
業
費
内
訳 

維持管理費等 323,258 340,769 333,318 331,603 

人件費 33,080 33,312 33,545 33,780 

公債費 156,076 156,985 161,582 163,927 
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第９節 下水道事業会計 
 
 下水道事業は、浸水のない安全なまち、水洗化による生活環境の向上などを目的とした多様な 

役割を担っており、本市では、汚水と雨水を別々の管路によって排水処理する分流方式を採用し、

印旛沼流域関連公共下水道事業として整備を進めています。 

 汚水は、各処理分区の汚水幹線から印旛沼流域下水道幹線に集められ、千葉県が管理する花見 

川終末処理場で処理したのち、東京湾へ放流されています。 

 一方、雨水は、各排水区の雨水幹線に流入し、根木名川、小橋川及び江川等の各河川などへ放 

流しています。 

 なお、下水道事業会計は、令和元（2019）年度から地方公営企業法の一部（財務規定等）を適 

用したことにより、企業会計方式となっています。 

 

○年度別事業費                                                             （千円） 

区 分 
R３予算 
（2021) 

R４ 
（2022） 

R5 
（2023） 

R６ 
（2024） 

収益的収支 
収入 3,570,524 3,610,618 3,637,056 3,685,226 

支出 3,520,639 3,574,262 3,606,508 3,651,682 

資本的収支 
収入 1,221,179 1,097,463 1,206,442 1,332,321 

支出 1,628,430 1,507,692 1,646,788 1,818,982 

 注：収入額が支出額に対し不足する額は、損益勘定留保資金などで補てんします。 

 

○年度別事業費内訳                               （千円） 

区 分 
R３予算 
（2021) 

R４ 
（2022） 

R5 
（2023） 

R６ 
（2024） 

年度別事業費 5,149,069 5,081,954 5,253,296 5,470,664 

事
業
費
内
訳 

施設整備費 1,198,542 1,091,253 1,237,676 1,416,577 

維持管理費等 3,359,895 3,419,243 3,457,526 3,507,620 

人件費 111,307 106,807 106,807 106,807 

公債費 479,325 464,651 451,287 439,660 

 


